
 

       パブリックコメントで提案された追加すべき不当取引行為に係る罰則規定の適用有無について 

 

     追 加すべき不当取引行為                                 罰 則 規 定有無及び適用根拠法令                                     

 ＜京都弁護士会など＞ 

 ①恋人商法 

   消費者に恋愛感情等を抱かせ，販売目的を告げずに誘い出して販売

 

 販売目的隠匿＜アポイントメントセールス＞（特商法第６条第４項，同法施行令 

 第１条）→６ヶ月以下の懲役又は１００万円以下の罰金（特商法第７１条第１

  
する手口 号） 

 ②次々販売・過量販売 

   判断能力が不十分な高齢者等に対して，当面必要としない商品等を

過量に又は次々に販売する手口 

   また，契約経過の中で身分詐称や不実告知等が使われることが多

い。 

 判断力不足（特商法第７条第３号，省令第７条第２号等）→１００万円以下の罰 

 金（特商法第７２条第２号），不実告知＜身分詐称＞（特商法第６条第１項等） 

 →２年以下の懲役又は３００万円以下の罰金（特商法第７０条第１号） 

 ③断定的判断の提供 

   「エステをすれば肌が若返る」など，将来の不確実な事項につい

て，実現するかのような説明をして販売する手口 

 不実告知（特商法第６条第１項等）→同上 

 ④資格教材等の二次被害 

   「以前の契約は，資格を取得するまで終了しない」「以前の契約で

被った被害を救済してあげる」などと説明して新たに契約させる手口 

 不実告知（特商法第６条第１項等）→同上 

 ⑤架空請求 

   不特定多数の人に対して，根拠のない請求をする手口 

 詐欺，恐喝（刑法） 

 ⑥不招請勧誘 

   契約意思のない消費者に対して，電気通信手段を介して一方的に宣

伝等を反復して販売する手口 

 威迫・困惑（特商法第２１条第３項等）→２年以下の懲役又は３００万円以下の 

 罰金（特商法第７０条第１号）又は迷惑行為（特商法第２２条第３号，省令第２ 

 ３条第１号）→１００万円以下の罰金（特商法第７２条第２号） 

 ⑦消費者契約法１０条違反行為 

   信義誠実の原則に反して，消費者の権利を制限し，又は消費者の義

務を加重するなど，消費者の利益を一方的に害する条項を設けた契約

を締結させる行為 

 

 消費者契約法第１０条→無効 

 罰則規定なし 



 ⑧契約解除権等の不当制限条項 

   契約の解除等を主張できる権利を制限して，消費者に不当に不利益

 となる条項を設けた契約を締結させる行為 

 消費者契約法第１０条→無効 

 不実告知＜クーリングオフ・中途解約妨害＞（特商法第６条第１項第５号等）→ 

 ２年以下の懲役又は３００万円以下の罰金（特商法第７０条第１号）の余地あり 

 ⑨クレジットカード等の不正利用の責任負担条項 

   第三者にクレジットカード等を不正に利用された場合に，消費者に  消費者契約法第１０条等→無効 

  不当に責任を負担させる条項を設けた契約を締結させる行為 

 

 罰則規定なし 

 ⑩信販会社等の加盟店管理責任 

   販売業者等の行為が本市不当取引規則に該当することを知りなが 

 ら，又は販売業者等を適切に管理していれば，そのことを知り得べき 

 であるにもかかわらず，与信契約を締結させる行為 

 

関係法令なし 

 罰則規定なし 

 

 ＜京都消費者契約ネットワーク＞ 

 ①敷金返還トラブル 

   賃貸住宅の原状回復において，通常使用等による損耗を賃借人の負  罰則規定なし 

  担とする条項 

 

 消費者契約法第１０条→無効 

 

 

  

 


